
 
志摩市介護保険条例の一部改正について 

 
１．条例を改正する理由 

令和6年度から令和8年度までを期間とする第9期介護保険事業計画及び高

齢者福祉計画の策定、及び第 1号保険料に関する見直しによる介護保険法施行

令の一部改正に伴い、介護保険料の改正を行います。 

 

 

２．改正する条例の要点 

〇第 9期志摩市介護保険事業計画及び高齢者福祉計画に基づき、介護保険料基

準月額を 6,800 円とします。 

○介護保険法施行令の一部改正（「所得段階の第 13 段階までの多段階化」、そ

れに伴う「第９段階以上の対象者所得要件の変更」、「第 1段階から第 3段階

までの負担割合の引き下げと第 9 段階以上の負担割合の引き上げ」）に基づ

き、各所得段階の介護保険料を定めます。 

 

 

３．改正による効果等 

介護保険制度の安定した運営を維持継続していくことができます。 

 

 

議 会 資 料 
議案第 25 号 

介護・総合相談支援課 
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志摩市介護保険条例(平成16年志摩市条例第158号)新旧対照表 

現行 改正後（案） 

(保険料率) (保険料率) 
第2条 令和3年度から令和5年度までの各年度における保険

料率は、次の各号に掲げる第1号被保険者(介護保険法(平
成9年法律第123号。以下「法」という。)第9条第1号に規

定する者をいう。以下同じ。)の区分に応じそれぞれ当該

各号に定める額とする。 

第2条 令和6年度から令和8年度までの各年度における保険

料率は、次の各号に掲げる第1号被保険者(介護保険法(平
成9年法律第123号。以下「法」という。)第9条第1号に規

定する者をいう。以下同じ。)の区分に応じそれぞれ当該

各号に定める額とする。 
(1) 介護保険法施行令(平成10年政令第412号。以下

「令」という。)第39条第1項第1号に掲げる者 40,440
円 

(1) 介護保険法施行令(平成10年政令第412号。以下

「令」という。)第38条第1項第1号に掲げる者 37,080
円 

(2) 令第39条第1項第2号に掲げる者 60,600円 (2) 令第38条第1項第2号に掲げる者 55,800円 
(3) 令第39条第1項第3号に掲げる者 60,600円 (3) 令第38条第1項第3号に掲げる者 56,280円 
(4) 令第39条第1項第4号に掲げる者 72,720円 (4) 令第38条第1項第4号に掲げる者 73,440円 
(5) 令第39条第1項第5号に掲げる者 80,880円 (5) 令第38条第1項第5号に掲げる者 81,600円 
(6) 次のいずれかに該当する者 97,080円     (6) 令第38条第1項第6号に掲げる者 97,920円 
ア 地方税法(昭和25年法律第226号)第292条第1項第13
号に規定する合計所得金額(以下「合計所得金額」と

いう。)(租税特別措置法(昭和32年法律第26号)第33条
の4第1項若しくは第2項、第34条第1項、第34条の2第
1項、第34条の3第1項、第35条第1項、第35条の2第1
項、第35条の3第1項又は第36条の規定の適用がある
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場合には、当該合計所得金額から令第22条の2第2項
に規定する特別控除額を控除して得た額とし、当該合

計所得金額が零を下回る場合には零とする。以下同

じ。)が120万円未満である者であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 
イ 生活保護法(昭和25年法律第144号)第6条第2項に規

定する要保護者(以下「要保護者」という。)であっ

て、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態

となるもの(令第39条第1項第1号イ((1)に係る部分を

除く。)、次号イ、第8号イ又は第9号イに該当する者

を除く。) 
(7) 次のいずれかに該当する者 105,240円     (7) 令第38条第1項第7号に掲げる者 106,080円 
ア 合計所得金額が120万円以上210万円未満である者

であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 
イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につ

いてこの号の区分による額を適用されたならば保護を

必要としない状態となるもの(令第39条第1項第1号イ

((1)に係る部分を除く。)、次号イ又は第9号イに該当

する者を除く。) 

 

(8) 次のいずれかに該当する者 121,320円     (8) 令第38条第1項第8号に掲げる者 122,400円 
ア 合計所得金額が210万円以上320万円未満である者

であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 
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イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につ

いてこの号の区分による額を適用されたならば保護を

必要としない状態となるもの(令第39条第1項第1号イ

((1)に係る部分を除く。)又は次号イに該当する者を除

く。) 
(9) 次のいずれかに該当する者 129,480円 (9) 令第38条第1項第9号に掲げる者 138,720円 
ア 合計所得金額が320万円以上500万円未満である者

であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 
イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につ

いてこの号の区分による額を適用されたならば保護を

必要としない状態となるもの(令第39条第1項第1号イ

(1)に係る部分を除く。) 

 

(10) 前各号のいずれにも該当しない者 145,680円 (10) 令第38条第1項第10号に掲げる者 155,040円  
 (11) 令第38条第1項第11号に掲げる者 171,360円 
 (12) 令第38条第1項第12号に掲げる者 187,680円 
 (13) 令第38条第1項第13号に掲げる者 195,840円 
2 前項第1号に掲げる第1号被保険者についての保険料の減

額賦課に係る令和3年度から令和5年度までの各年度にお

ける保険料率は2万4,240円とする。 

2 前項第1号に掲げる第1号被保険者についての保険料の減

額賦課に係る令和6年度から令和8年度までの各年度にお

ける保険料率は2万3,160円とする。 
3 前項の規定は、第1項第2号に掲げる第1号被保険者につ

いての保険料の減額賦課に係る令和3年度から令和5年度

までの各年度における保険料率について準用する。この場

合において、前項中「2万4,240円」とあるのは「4万440

3 前項の規定は、第1項第2号に掲げる第1号被保険者につ

いての保険料の減額賦課に係る令和6年度から令和8年度

までの各年度における保険料率について準用する。この場

合において、前項中「2万3,160円」とあるのは「3万9,48
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円」  と読み替えるものとする。 0円」と読み替えるものとする。 
4 第2項の規定は、第1項第3号に掲げる第1号被保険者につ

いての保険料の減額賦課に係る令和3年度から令和5年度

までの各年度における保険料率について準用する。この場

合において、第2項中「2万4,240円」とあるのは「5万6,5
20円」と読み替えるものとする。 

4 第2項の規定は、第1項第3号に掲げる第1号被保険者につ

いての保険料の減額賦課に係る令和6年度から令和8年度

までの各年度における保険料率について準用する。この場

合において、第2項中「2万3,160円」とあるのは「5万5,8
00円」と読み替えるものとする。 

(賦課期日後において第1号被保険者の資格取得、喪失等が

あった場合) 
(賦課期日後において第1号被保険者の資格取得、喪失等が

あった場合) 
第4条 （略） 第4条 （略） 
2 （略） 2 （略） 
3 保険料の賦課期日後に令第39条第1項第1号イ(同号に規

定する老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び(1)
に係る者を除く。)、ロ若しくはニ、第2号ロ、第3号ロ、

第4号ロ、第5号ロ、第6号ロ、第7号ロ、第8号ロ又は第9
号ロ                              に該当するに至った

第1号被保険者(第1項に規定する者を除く。)に係る保険料

の額は、当該該当するに至った日の属する月の前月まで月

割りにより算定した当該第1号被保険者に係る保険料の額

と当該該当するに至った日の属する月から令第39条第1項
第1号から第9号まで のいずれかに規定する者として月割

りにより算定した保険料の額の合算額とする。 

3 保険料の賦課期日後に令第38条第1項第1号イ(同号に規

定する老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び(1)
に係る者を除く。)、ロ若しくはニ、第2号ロ、第3号ロ、

第4号ロ、第5号ロ、第6号ロ、第7号ロ、第8号ロ、第9号
ロ、第10号ロ、第11号ロ又は第12号ロに該当するに至っ

た第1号被保険者(第1項に規定する者を除く。)に係る保険

料の額は、当該該当するに至った日の属する月の前月まで

月割りにより算定した当該第1号被保険者に係る保険料の

額と当該該当するに至った日の属する月から令第38条第1
項第1号から第12号までのいずれかに規定する者として月

割りにより算定した保険料の額の合算額とする。 
4 （略） 4 （略） 
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月額　　　３，３７０円
年額　　４０，４４０円

月額　　　３，２９０円
年額　　３９，４８０円

月額　　　４，７１０円
年額　　５６，５２０円

月額　　　４，６５０円
年額　　５５，８００円

第12段階

(基準額×２．３０)

 ●本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
　 　６２０万円以上７２０万円未満の人

月額　　１５，６４０円
年額　１８７，６８０円

※1 所得段階の設定については、国の基準段階区分を基本とし、低所得者の保険料の軽減(※2)を図ります。

※2 市町村民税非課税世帯である第１段階から第３段階は、負担軽減として国及び県とともに公費を投入して、国の標準保険
料率をそれぞれ以下のように引き下げ、低所得者の保険料の軽減を図ります。
　・第１段階は国標準0.455→0.285、第2段階は国標準0.685→0.485、第3段階は国標準0.69→0.685に引き下げ

第10段階

(基準額×１．８０)

 ●本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
　 　５００万円以上の人

月額　　１２，１４０円
年額　１４５，６８０円

第10段階

(基準額×１．９０)

 ●本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
　 　４２０万円以上５２０万円未満の人

月額　　１２，９２０円
年額　１５５，０４０円

第９段階

(基準額×１．７０)

 ●本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
　 　３２０万円以上４２０万円未満の人

月額　　１１，５６０円
年額　１３８，７２０円

第13段階

(基準額×２．４０)

 ●本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
　 　７２０万円以上の人

月額　　１６，３２０円
年額　１９５，８４０円

第11段階

(基準額×２．１０)

 ●本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
　 　５２０万円以上６２０万円未満の人

月額　　１４，２８０円
年額　１７１，３６０円

第７段階

(基準額×１．３０)

 ●本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
　 　１２０万円以上２１０万円未満の人

月額　　　８，８４０円
年額　１０６，０８０円

第８段階

(基準額×１．５０)

 ●本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
　　 ２１０万円以上３２０万円未満の人

月額　　１０，２００円
年額　１２２，４００円

月額　　　６，１２０円
年額　　７３，４４０円

第５段階

(基準額)

 ●世帯の誰かに市民税が課税されているが、本人が
     市民税非課税で、前年の合計所得金額＋課税年金
     収入額が８０万円を超える人

月額　　　６，８００円
年額　　８１，６００円

第６段階

(基準額×１．２０)

 ●本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
　   １２０万円未満の人

月額　　　８，１６０円
年額　　９７，９２０円

第２段階

(基準額×０．４８５）

 ●世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所得金額
    ＋課税年金収入額が８０万円超１２０万円以下の人

第３段階

(基準額×０．６８５)

 ●世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所得金額
    ＋課税年金収入額が１２０万円を超える人

第４段階

(基準額×０．９０)

 ●世帯の誰かに市民税が課税されているが、本人は
     市民税非課税で、前年の合計所得金額＋課税年金
     収入額が８０万円以下の人

改正後　（第９期計画期間における所得段階別介護保険料）

所得段階
（負担割合）

対　象　者 保険料額

第1段階

(基準額×０．２８５)

 ●生活保護受給者
 ●世帯全員が市民税非課税で、老齢福祉年金を受給
     している人
 ●世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所得金額
    ＋課税年金収入額が８０万円以下の人

月額　　　１，９３０円
年額　　２３，１６０円

※1 所得段階の設定については、国の基準段階区分を基本とし、低所得者の保険料の軽減(※2)を図るとともに、市町村民税
本人課税層の区分を細分化して応能負担に応じた保険料の設定を行うため、第７期の段階区分を継続して１０区分とします。

※2 市町村民税非課税世帯である第１段階から第３段階は、消費税率変更に伴う負担軽減として国及び県とともに公費を投入
して、国の標準保険料率をそれぞれ以下のように引き下げ、低所得者の保険料の軽減を図ります。
　・第１段階は国標準0.5→0.3、第2段階は国標準0.75→0.5、第3段階は国標準0.75→0.7に引き下げ

 ●生活保護受給者
 ●世帯全員が市民税非課税で、老齢福祉年金を受給
     している人
 ●世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所得金額
    ＋課税年金収入額が８０万円以下の人

 ●世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所得金額
    ＋課税年金収入額が８０万円超１２０万円以下の人

 ●世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所得金額
    ＋課税年金収入額が１２０万円を超える人

 ●世帯の誰かに市民税が課税されているが、本人は
     市民税非課税で、前年の合計所得金額＋課税年金
     収入額が８０万円以下の人

第８段階

(基準額×１．５０)

第２段階

(基準額×０．５０）

第３段階

(基準額×０．７０)

第４段階

(基準額×０．９０)

月額　　１０，１１０円
年額　１２１，３２０円

第９段階

(基準額×１．６０)

月額　　１０，７９０円
年額　１２９，４８０円

 ●本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
　　 ２１０万円以上３２０万円未満の人

 ●本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
　 　３２０万円以上５００万円未満の人

第６段階

(基準額×１．２０)

月額　　　８，０９０円
年額　　９７，０８０円

第７段階

(基準額×１．３０)

月額　　　８，７７０円
年額　１０５，２４０円

 ●本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
　   １２０万円未満の人

月額　　　６，０６０円
年額　　７２，７２０円

第５段階

(基準額)

月額　　　６，７４０円
年額　　８０，８８０円

 ●世帯の誰かに市民税が課税されているが、本人が
     市民税非課税で、前年の合計所得金額＋課税年金
     収入額が８０万円を超える人

 ●本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
　 　１２０万円以上２１０万円未満の人

改正前　（第８期計画期間における所得段階別介護保険料）

所得段階
（負担割合）

保険料額

第1段階

(基準額×０．３０)

月額　　　２，０２０円
年額　　２４，２４０円

対　象　者

6


